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組織の“神経系統”デザイン
～勉強会サービスのご案内～

勉強会の目的

企業において、経営・事業戦略の実現に向けて組織を再編する機会は益々増えています。
しかしながら「設計した意図通りに動かない」というご相談をいただくことが非常に多くなってきています。

例えば・・・

 グローバルでリスクガバナンスを確立するために機能軸に基づく新たなレポートラインを設定・導入した
が、事業・個社トップが強すぎて骨抜きにされてしまう

 会社全体のリソース配分・R&D効率を高めるために製品軸に基づくビジネスユニット制への転換を図っ
たが、地域・ローカル個社が強すぎて、結局地域最適運営から抜け出せない

 顧客に対する高付加価値商品・サービス提供を増進するために事業を横断して統括する顧客担当マ
ネージャーをおいたが、事業側が既存技術優先・売れるもの優先から脱却できない

 事業ポートフォリオの拡大のためにM&Aを積極的に推進してきたが、その数が増えていくに従い、買収
先に対して本社からの指揮命令が通らなくなり、統制・リスク管理が効かなくなり始めている

 新規事業立案促進のために既存事業を横断する専任チームを組成したものの、リソース調整の段階に
来ると既存事業からの協力が得られず、商品化までなかなかたどり着かない、等

これは、昨今ではシンプルな事業部制等では経営の目的が果たせないため、マトリクス組織・タスクフォー
ス型等複雑な組織運営が必須となっている一方、複雑な組織の“神経系統が通る”ための理論が示され
ていないからだと考えられます。
組織論は、学術的に構造（マクロ）とケイパビリティ（ミクロ）に分かれて進化した経緯もあり、2つの理論の
接合点（“神経系統”のデザイン方法）が十分に示されていません。

デロイトでは、組織設計における2つの理論が統合されたフレームワークにて定義しています。
勉強会では、組織に“血を通わせる”要諦について、ご紹介します。

市場環境の変化
（顧客ニーズ高度化等）

破壊的技術革新
（デジタル等）

人材の価値観・働き方の変化
（ミレニアル世代等）

社会的要請の高度化
（コンプライアンス等）

新たな組織コンセプト

シミュレーション・
アナリティクスツール

「フォーメーション」の構築
～戦略起点～

「ケイパビリティ」の確立
～実行目線～

最高の組織
パフォーマンス

組織機能・
構造

権限・責任・
意思決定

業務配置

個人の感情・
意欲

個人の能力・
行動

人の繋がり・
組合せ

継続進化 効果検証
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勉強会の流れ

勉強会は、貴社の課題・関心に応じてカスタマイズした内容で、2時間程度のワークショップ形式にて実施
します。

 貴社の課題・関心をヒアリング

 組織デザインフレームワークから勉強会の対象
パートを選択

 参加者・日時・会場を決定

 対象パートに対するレクチャー

 貴社課題に対する対応方針の討議
（ワークショップ形式）

Step1 事前打合せ Step2 勉強会

組織が動くための“3つのConsistency（一貫性）”

人・チームのConsistency
機能・役割に対する、人材の実力や支援体制が
整うことで、期待するパフォーマンスが出る

非公式組織とのConsistency
公式の組織と、実際の人の繋がりが一致している
ことで、意思決定が円滑に推進される

定義（責任・権限・評価）の
Consistency
役割・レポートラインに対して、責任・権限・人事
評価権が一致することで、指揮命令が機能する
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勉強会内容の例

組織設計のステップ別の方法論や、組織が動くための“3つのConsistency（一貫性）”についてご紹介します。

組織設計のステップ

神経系統設計構造設計

機関体系・
企業形態
機関体系・
企業形態

事業・機能・
地域の役割・
機能設計

事業・機能・
地域の役割・
機能設計

責任の設計責任の設計

ポジション・
レポートライン
設計・人材
アサインメント

ポジション・
レポートライン
設計・人材
アサインメント

人事評価権の
設計

人事評価権の
設計

権限・意思決定
プロセスの
設計

権限・意思決定
プロセスの
設計

目的整理目的整理
経営執行体制

設計
経営執行体制

設計
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